
  

 
  

 
 

 
 
 
 

  相続税の申告期限の延長 

Ｑ：相続で一定の要件に該当する場合は、

相続税の申告期限の延長が認められるそうで

すが、必ず延長しなくてはいけないのです

か？ そのほか注意しなければならないこと

はありませんか？ 

 

Ａ：延長しなくてもいいですが、要件に該

当する場合は、必要書類を提出しなければな

らないこととなっています。 

【解説】 

平成20年10月１日から平成21年３月31日ま

での相続で、①被相続人の相続財産に非上場

株式等が含まれている、②被相続人が会社の

代表権を有していた場合には、相続税の納税

猶予制度を適用するかどうかにかかわらず、

22年２月１日が申告期限となっています。 

申告には、次の点に注意しておいてくださ

い。 

①  被相続人の代表権について 

被相続人の代表権は、生前のいずれかの時

点で代表権を有していたかどうかで判定

しますので、過去に代表権を有したことが

ある被相続人であればこの要件を満たす

ことになります。 

②  添付する必要書類 

申告時には代表権を有していたことを明

らかにする登記事項証明書の写しや法人

税の申告書別表一（一）の写しなどの資料

の添付が必要になります。 

 ③申告期限の延長を受けない場合 

申告期限の延長を受けない場合であっても、

②の書類の添付が必要になります。  
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